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　去る３月11日の東日本大震災で多くの被害が発生し、被災地の復旧が種々急がれているが、更に種々の問題点が指摘されている。

　其の論議の一つに「災害危険区域」を何故設定していなかったかがあり、また今後の復旧計画にも、これを盛り込むか否かは、地域社会の大きな論点となり得るところである。

　「災害危険区域」の制度は、建築基準法が１９５１年（昭和２６年）に公布された当時から、法律第三十九条に規定されて居り、いつでも設定できる状況にあった。なお、市街地建築物法には、この規定はない。

　この規定が設けられた理由は、建築物については一般的には、其の自重、用途による積載荷重、或いは風圧・積雪などによって生ずる通常的予想しうる外力や振動などについては、これを一定の条件に応じて構造上耐えうることが必要と規定されているが、突発的に広い範囲に生じ、かつあらかじめ予知しにくい災害に関しては、其の発生が予想される地域を設定し、居住用の建物の禁止を中心とする規制を通じて、建築物などの都市施設の災害の被害を防止しようとする趣旨と考えられる。

法律施行当時は、他の法律との関連はなく、地方公共団体の独自の判断で、区域の設定が行われることができたが、その後「地すべり等防止法」（1959・昭３３）或いは「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（1970・昭４４）の施行に伴ない、これらの法律に基づく区域に関して、区域指定が行わるようになった。

　災害危険区域が地方公共団体（都道府県・市町村）により設定されると、存在する居住用の建物は、

建築基準法上、既存不適格建築物となり、居住など使用することは継続できるが、地域内に建替えたりあるいは、増改築はごく軽微なもの以外はできなくなる。

この規定が実際に適用されたのは、法律制定後、約十年後の伊勢湾台風（１９６０・昭３４）による名古屋市域の大災害がきっかけとなって名古屋市臨海部防災区域建築条例が制定されて災害危険区域が設定され、以後、主に「地すべり地域」（地すべり等防止法（１９５９・昭３３））及び「急傾斜地の崩壊防止」（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（１９７０・昭４４）によって多くの地方公共団体によって指定されると共に、土石流、地盤変動、落石などについても指定され、箇所としては18,998箇所、区域内面積47,383ヘクタール余（平成21・3月末現在）に及んでいる。　

　災害危険区域は、其の地域の状況に応じて、居住用建築物の禁止など建物の設置そのものについての総括的な規定である。建物等の構造方法については、其の構造部分などに関して規定されているものがある。即ち「土砂災害防止対策の推進に関する法律」（2000・平１２）で、この法律に基づいて都道府県知事が指定する「土砂災害特別区域」内にあっては、居室を有する建築物の衝撃を受けるおそれのある部分である外壁の部分及び当該衝撃を支える構造耐力上主要な部分に関する必要な性能を規定している。これに関連する建築基準法上の規定は「土砂災害特別警戒区域内における居室を有する建築物の外壁等の構造方法並びに当該構造方法を用いる外壁等と同等以上の耐力を有する門又は塀の構造方法を定める件」（平成13年3月30日国土交通省告示第３８３号）による。

　表（１）災害危険区域の指定状況　（平成21年3月末現在・図解建築法規2010版から抜粋）

　
	指定理由
	指定箇所数

　

（箇所）
	区域内面積

（ヘクタール）
	　　　　　　　区域内の建築物数

	
	
	
	住　宅

（棟）
	うち既存不適格住宅・棟
	非住宅

（棟）
	　　計

　（棟）

	急傾斜地崩壊
	　　　18,785
	36,898.050
	　339,785
	　122,343
	37,371
	377,156

	地すべり
	　　　　　64
	　　252.663
	283
	217
	229
	512

	　出　　水
	　　　　111
	2,781.314
	1,696
	676
	1,179
	2,875

	津波高潮
	2
	143.663
	　　　　0
	　　　　0
	　　　38
	38

	津波高潮出水
	５
	6,504.500
	74,002
	　　　　0
	　　39,020
	113,022

	な　だ　れ
	3
	21.620
	3
	3
	6
	　　　　　9

	　土　石　流
	8
	149.510
	14
	4
	　　　28
	42

	土石流等
	　　　　　2
	548.000
	531
	0
	0
	531

	　溶　岩　流
	　　　　　2
	41.000
	0
	0
	0
	0

	　地盤　沈下
	1
	0.400
	1
	0
	1
	2

	　地盤　変動
	5
	13.273
	0
	0
	0
	0

	　浸　　　食
	1
	0.580
	3
	　　　　0
	9
	12

	　落　　　石
	　　　　　5
	15.578
	129
	0
	　　　　48
	177

	　噴石・泥流
	4
	13.483
	0
	0
	0
	0

	　そ　の　他
	0
	0.000
	0
	0
	0
	0

	　　　計
	18,998
	47,383.634
	416,447
	123,243
	77,929
	494,376

	（注）その他は、地盤沈下、地盤変動、侵食、落石及び噴石・泥流である。


